
三位一体改革
三位一体改革の成果

① 国庫補助負担金改革 約 ４．７兆円

② 税源移譲 約 ３兆円

③ 地方交付税改革 約 △５．１兆円

① 国庫補助負担金改革 ４兆６,661億円（H16～H１８）

② 税源移譲 ３兆９４億円

③ 地方交付税改革 約△５．１兆円

地方が引き続き実施
する必要があるもの

手続の簡素化・執行の
弾力化

国・地方ともに事務事
業そのものを廃止

税源移譲に結びつく改革
３兆１,１７６億円

交付金化
７,９４３億円

スリム化
９,８８６億円

税源移譲額
３兆９４億円

引き続き国の予算
に計上

（例）小中学校の教員の給与、公立保育所、国民健康保険 等

（例）汚水処理、道路整備、住宅 等

国の所得税から地方の個人住民税へ３兆円規模の税源移譲を実施（個人住民税は一律１０％化）

・地方交付税及び臨時財政対策債の総額の抑制 約△5.1兆円
・算定の簡素化、不交付団体の増加

（例）小規模の公共事業関係 等


